
【Ｒ６年度】重点目標の取組・概要（認知機能強化の取組等による基礎学力向上[学力向上支援事業、ICT教育推進事業]）

担当課（内線） 学校教育課 出水・佐伯・山本（5614） 重点目標の方向性 子どもの保育・教育環境の向上

重点目標
子育てしやすい岸和田の実現

行政の役割
データを利活用するなど、子ども一人ひとりにき
め細やかな指導を行い、基礎学力の向上を図る

現状と課題

・児童生徒の学力が恒常的に低迷しており、極めて深刻である。
・学びの土台づくり推進事業（認知機能強化の取組）の成果が認められ
ているので、継続した取組みが必要である。
・落ち着いた学習環境の整備や、学力に課題のある児童生徒の支援、教
職員の授業力向上が不可欠である。

課題に対する取組の内容（めざす成果・期間・対象者・手法など）

【中期的(4～5年後)にめざす成果】
各種学力調査の平均正答率を、国平均（または府平均）にまで向上させる。
【成果に向けての各年度の進め方】
【Ｒ６年度の取組内容（期間・対象者・手法など）】
・放課後学習支援事業
令和５年度に事業を見直した結果、事業継続を決定。

・学習支援員配置事業
小中学校ともに、落ち着いて学習できる環境が作られたり、意欲的に学

習に向き合う児童生徒が増えるなど、取組みの効果が非常に大きいため、
継続して全校園に配置。
・学びの土台づくり推進事業（認知機能強化の取組）
令和６年度に対象を全幼稚園・小学校（１～４年生）に拡大し実施。認

知機能の取組の効果は幼稚園や小学校（特に低中学年）において顕著に認
められるため、取組みの整理分析が容易にでき、取組みの意欲向上にもつ
ながるオンラインシステムを継続して活用する。
・学力調査
令和５年度より、全国学力・学習状況調査や大阪府チャレンジテストと

同様の問題設計になっている調査を採用。令和６年度も継続実施。
・AIドリルソフトの導入
子どもの理解度・定着度に応じた問題を自動的に出題するAIドリルソフ

トをモデル校に導入し活用する。

Ｒ６年度の事業費（内訳）

学力向上支援事業
・放課後学習支援事業 委託料 25,300千円

※歳入 国庫補助金 7,590千円
・学習支援員配置事業 15,429千円
（内、報酬 14,532千円 旅費 897千円）

※歳入 府補助金 9,993千円
・学びの土台づくり推進事業 5,343千円
（内、報酬 1,118千円 旅費 69千円 消耗品費 100千円
備品購入費 129千円 使用料 3,927千円）

・学力調査 委託料 2,993千円
ICT教育推進事業
・AIドリルソフト 利用料 10,000千円

Ｒ７年度以降の想定事業費（ランニング経費）

・放課後学習支援事業 委託料 25,300千円
※歳入 国庫補助金 7,590千円

・学習支援員配置事業 15,429千円
（内、報酬 14,532千円 旅費 897千円）

※歳入 府補助金 9,993千円
・学びの土台づくり推進事業 5,343千円
（内、報酬 1,118千円 旅費 69千円
消耗品費 100千円 備品購入費 129千円
使用料 3,927千円）

・学力調査 委託料 2,993千円
・AIドリルソフト 利用料 10,000千円

取組の進捗・成果を測る指標

・全国学力学習状況調査における正答率40％
以下の児童生徒の割合
（小国 基準値：27.0％ 目標値：14％）
・中学生チャレンジテスト正答率の対府比
（中国１年 基準値：0.90 目標値：1.00）

成果・指標が未達成の場合の取扱い

・放課後学習支援事業
⇒令和８年度中に事業を見直し予定。
・学習支援員事業
・学びの土台づくり推進事業
⇒令和８年度中に事業を見直し予定。

いずれも事業継続、事業廃止、内容を
改善して実施するかどうかを判断予定。



【Ｒ６年度】重点目標の取組・ロジックモデル（認知機能強化の取組等による基礎学力向上[学力向上支援事業、ICT教育推進事業]）

ロジックモデル【事業立案時点】

その他（財源、他団体の状況、行政サービスとしての適正性について など）

【学習支援員配置】
寝屋川市：１回４時間 4,000円 全校で実施 各校35回まで（教育活動支援人材）

【インプット】
・大学、事業者
・支援人材
・ソフトウェア

【活動】

・認知機能トレーニングの準
備（課題整理）
・学習支援員の確保・配置
・学力調査の契約
・AIドリルの導入

【アウトプット】
・認知機能トレー
ニングの導入
・児童の学習デー
タ蓄積
・学習支援員の活
用
・AIドリルによる
家庭学習

【初期アウトカム】

・学びの土台づくり
・学習状況の見える化

・学習支援員による
理解促進化
・個々に応じた学習
課題の解消

【中間アウトカム】
・学力の向上

⇩

【最終アウトカム】

・教育的魅力の向上

指標：学力調査

指標：学習内容の理
解度、（従来の教材とAIド

リル教材を用いることによる
効果測定※ソフトが決まり次

第内容決定）

【初期アウトカム】

・効果的な授業の実
施

指標：授業への参画

【インプット】
・専門人材
・大学との連携

【活動】

・専門人材との契約

【アウトプット】
・授業助言の実施

指標：助言回数

指標：認知機能トレーニ
ング導入数、学習支援員
の活用時間、AIドリル導
入校の授業以外の学習時
間（学力調査時回答）

指標：学習支援員数、
学力調査事業者数、
AIドリルソフトウェ

ア導入数

指標：確保人員数



【Ｒ６年度】重点目標の取組・評価シート①（認知機能強化の取組等による基礎学力向上[学力向上支援事業、ICT教育推進事業]）

■ 中期的にめざす成果に対する達成度

• 各種学力調査の平均正答率を、国平均（ま
たは府平均）にまで向上させる。

■ Ｒ６年度における達成度（当初の実施予定に対する達成度）

■ Ｒ６年度において実施・実現できたこと

■ 主な「取組の進捗・成果を測る指標」の状況

・

測定有無 指 標 名 単位 基準値（年次） 目標値（年次） Ｒ６年度実績値

有
全国学力学習状況調査における正答率40％
以下の児童生徒の割合

％
27.0（小国）
（Ｒ３）

14.0（小国）
（Ｒ８）

22.1

有 中学生チャレンジテスト正答率の対府比 ― 0.90（Ｒ３） 1.00（Ｒ８） 0.90

有

全国学力学習状況調査の質問紙における
「学校の授業時間以外に、普段（月曜日か
ら金曜日）、１日当たりどれくらいの時間、
PC・タブレットなどの ICT機器を、勉強の
ためにつかっていますか（遊びなどの目的
に使う時間は除く）」について、「３０分
より少ない」、「全く使っていない」と答
えた児童・生徒の割合

％
69.2%（R5小学校)
71.4%（R5中学校）

60%（R8）

63.0%（R6小学校)
68.5%（R6中学校)

無 AIドリルソフトウェア導入数 小学校24校(R8) 4校（R6）

• 放課後学習支援事業
• 学習支援員配置事業
• 学びの土台づくり推進事業
• 学力調査
• 授業以外でICT機器を勉強のために利用す

る時間

・全国学力・学習状況調査から、小学校正答率40％以下の
生徒の割合が改善した。

・認知機能トレーニングを幼稚園全園、全小学校１～４年
生に拡充・実施した。アセスメントの結果からも、認知
機能の向上が伺える。

・学習支援員は予算執行率は高く、各学校での授業等での
学習の支援を充実させることができた。

・岸和田市学力調査（小３～４年生対象）を実施し、子ど
もたちの学力課題を各校で分析しで、授業改善に役立て
ることができた。



【Ｒ６年度】重点目標の取組・評価シート②（認知機能強化の取組等による基礎学力向上[学力向上支援事業、ICT教育推進事業]）

■ 次年度以降の予定・改善内容

■ Ｒ６年度において実施・実現できなかったこと ■ 課題分析

• 学習支援員の配置や学びの土台づくり推進事業実施校の
拡充など、事業については着実に実施はしている。しか
し、各学力調査の結果より、正答率40％以下の児童生徒
の割合が、改善傾向にはあるものの、目標には達成でき
ていない。

• 学習面で課題のある児童生徒について教員間や学習支援員等
と連携して把握し、授業中および放課後等での学習のサポー
トを充実させる必要性がある。

• 認知機能強化トレーニングによって把握できる児童の強みや
課題を、授業中等での指導の場面で活かしたり、トレーニン
グでの効果的な課題提示をしたりしていくことが必要である。

• 改善傾向にあることから、これまでの施策の一定の効果と、
日々の授業改善が見られる。

• 認知機能強化トレーニングを全市幼稚園（年長児）、小学校
（１～４年生）で実施し、学びの土台づくりを行う。

• 学習支援員を拡充し、落ち着いた学習環境の整備や、学力に
課題のある児童生徒の支援を実施する。

• 各学力調査の結果や問題を分析し、研修等で教員にフィード
バックすることで、授業改善の推進をはかる。

■ ロジックモデルの振り返り

• 指標について
学習支援員・専門人材の確保人数を指標として挙げて
いるが、「活動時数」に変更することで、より児童生
徒への支援の実態を明らかにすることができると考え
る。


